
３，０８６㎥

５，２５９件

３２６，７６７千円

　　第１項 営 業 収 益 ２４６，５９１千円

　　第２項 営 業 外 収 益 ８０，１６５千円

　　第３項 特 別 利 益 １１千円

４０７，３６７千円

　　第１項 営 業 費 用 ４０３，８９１千円

　　第２項 営 業 外 費 用 ２，４６５千円

　　第３項 特 別 損 失 １１千円

　　第４項 予 備 費 １，０００千円

　第１款　水 道 事 業 費 用

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

　第１款　水 道 事 業 収 益

支　　　出

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（収益的収入及び支出）

　(１)　年間総給水量

　(２)　１日平均給水量

　(３)　給水件数

１，１２６，５３１㎥

令和６年度伊方町水道事業会計予算を次のとおり定める。

　　　　　　　　　　　　伊方町長　高　門　清　彦

　（業務の予定量）

令和６年度　伊 方 町 水 道 事 業 会 計 予 算

令和６年３月５日

議 案 第 ３２ 号

第１条　令和６年度伊方町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（総　則）



４０，３９５千円

　　第８項 出 資 金 ４０，３９５千円

２００，９５１千円

　　第１項 建 設 改 良 費 １８６，１５０千円

　　第２項 企業債償還金 １４，８０１千円

 （継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

　ものとする。）

収　　　入

支　　　出

　第１款　資  本  的  支  出

　第１款　資  本  的  収  入

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１６０，５５６千円

　は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６，９００千円、過年度分損益勘定留保資金１４３，６５６千円で補填する

（単位：千円）
款 項 事　業　名 総　　　額 年　度 年　割　額

R3 138,600

R4 39,184

R5 84,920

R6 176,000

R7 121,000

R8 143,000

R9 121,000

R10 121,000

R11 121,000

重要給水施設
管路等耐震化
事業　　　あ

1,065,704資本的支出 建設改良費



職員給与費 ３５,１８９千円

　（棚卸資産購入限度額）

第８条　棚卸資産の購入限度額は、８９３千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第６条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費に流用する場

　合は、議会の議決を経なければならない。

  （他会計からの補助金）

第７条  収益的収支の基準内繰入のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１８，６２０千円である。



１

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出 　１　～　　３　頁

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出 　４　～　　５　頁

２

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出 　６　～　１４　頁

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出 １５　～　１７　頁

３ 　　　　　１８　頁

４ １９　～　２４　頁

５ 　　　　　２５　頁

６ ２６　～　２９　頁

７ ３０　～　３１　頁

８ ３２　～　３５　頁

９ ３６　～　３７　頁注 記 表

　　　予　算　に　関　す　る　説　明　書

当 初 予 算 実 施 計 画 書

前年度予定貸借対照表（令和５年度）

当 初 予 算 実 施 計 画 明 細 書

給 与 費 明 細 書

当年度予定貸借対照表（令和６年度）

前年度予定損益計算書（令和５年度）

令和６年度予定キャッシュ・フロー計算書

令 和 ６ 年 度 継 続 費 に 関 す る 調 書
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(１)　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 △ 96,580,000

　　　減価償却費 154,420,000

　　　引当金の増減額 2,453,000

　　　長期前受金戻入額 △ 51,948,000

　　　受取利息及び受取配当金 0

　　　支払利息 0

　　　未収金の減少額 △ 12,557,362

　　　たな卸資産の減少額 △ 50,000

　　　未払金の増加額 19,634

　　　　　小計 △ 4,242,728

　　　利息及び配当金の受取額 0

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,242,728

(２)　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 169,250,000

　　　国庫補助金等による収入 0

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 169,250,000

(３)　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 0

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 14,801,000

　　　他会計からの出資による収入 40,395,000

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 25,594,000

　資金に係る換算差額 0

　資金増加(減少)額 △ 147,898,728

　資金期首残高 450,355,405

　資金期末残高 302,456,677

令和6年度予定キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
（単位：円・税抜）
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　備考　（　）内は短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員について外書き

△466 △606 △3,759 比　較
(0)

0 △2,110 △218 △359 △2,687 

3,059 38,948 0 18,668 8,460 3,174 30,302 5,587 

本　　 年　 　度
損益勘定支弁職員

前　　 年　 　度
損益勘定支弁職員

0 16,558 8,242 2,815 

(0)

(0)
27,615 

5 

5,121 
5 

236 

比　較 △78 186 0 

手当

の

内訳

区　　　分 扶養手当

△702 

時 間 外
勤務手当

10 480 4,410 

1,056 

120 △12 

22 360 5,112 480 

通勤手当
期末勤勉
手    当

管理職員
特勤手当

児童手当

0 

管 理 職
手    当

本　　 年　 　度
損益勘定支弁職員 438 666 

35,189 

合　　　計

住居手当

1,026 

法定福利費計

156 

△80 

給　与　費　明　細　書

１　総　括                                                                                                            　　　　　　　（単位：千円） （単位：千円）

区　　　分 職　員　数 報　　　酬 給　　　料 手　　　当

前　　 年　 　度
損益勘定支弁職員 516 

退職給付費

678 

348 

引当金繰入額

2,453 

1,056 
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0 

0 0 

比　較 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 

前　　 年　 　度
損益勘定支弁職員 0 0 0 0 0 

期末勤勉
手    当

通勤手当 住居手当

本　　 年　 　度
損益勘定支弁職員 0 0 0 0 

　備考　（　）内は短時間勤務職員について外書き

0 
手当

の

内訳

区　　　分 扶養手当
時 間 外
勤務手当

管 理 職
手    当

管理職員
特勤手当

0 

児童手当

0 0 0 0 0 
0 

0 0 0 0 
0 

比　較
(0)

0 0 0 

0 0 0 
0 

前　　 年　 　度
損益勘定支弁職員

(0)
0 0 0 0 

法定福利費 引当金繰入額 合　　　計

本　　 年　 　度
損益勘定支弁職員

(0)
0 0 0 0 0 

△78 

　イ　会計年度任用職員
（単位：千円）

区　　　分 職　員　数 報　　　酬 給　　　料 手　　　当 退職給付費 計

　備考　（　）内は短時間勤務職員について外書き

5,112 236 678 
前　　 年　 　度
損益勘定支弁職員 516 480 1,056 

120 △702 

480 4,410 

△80 348 

1,026 

22 360 

児童手当
期末勤勉
手    当

通勤手当 住居手当

本　　 年　 　度
損益勘定支弁職員 438 666 1,056 10 156 

手当

の

内訳

区　　　分 扶養手当
時 間 外
勤務手当

管 理 職
手    当

管理職員
特勤手当

186 0 △12 比　較

△359 △2,687 △466 △606 △3,759 
0 

30,302 5,587 3,059 38,948 
5 

比　較
(0)

0 △2,110 △218 

前　　 年　 　度
損益勘定支弁職員

(0)
0 18,668 8,460 3,174 

本　　 年　 　度
損益勘定支弁職員

(0)
0 16,558 8,242 2,815 

5 

区　　　分 職　員　数 報　　　酬 給　　　料 手　　　当 退職給付費

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

計 法定福利費 引当金繰入額 合　　　計

27,615 5,121 2,453 35,189 
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（歳） 44.87

（歳） 35.90

令和５年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 310,193

平 均 給 与 月 額 （円） 351,613

平 均 年 齢

区　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一　　　　　般　　　　　企　　　　　業　　　　　職

令和６年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 274,897

平 均 給 与 月 額 （円） 319,497

平 均 年 齢

３　給料及び職員手当の状況

　（１）職員一人当たり給与

そ の 他 の 増 減 分 △321

期末勤勉手当改正（年間4.4月→4.5月）

異動等によるもの

手　　　　　　　当 △218 制 度 改 定 に 伴 う 増 減 分 103

△2,477 異動等によるもの

昇 給 に 伴 う 増 加 分 30

そ の 他 の 増 減 分

区　　　分 増　減　額 増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳

給　　　　　　　料 △2,110 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 337

備　考

２　給料及び職員手当の増減額の明細

説　　　　　明
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　（２）初任給

区　　　　　　　　　　　分

２　　級

課長

（級別標準的な職務内容）

３　　級

20.0

５　級

１　　級

主事・技師 主査

区　　　分

一般企業職 係長・主任

４　　級

係長

５　　級

課長補佐

６    級

計 100.0

令和５年４月１日現在 ３　級

６　級 1 20.0

４　級 1

1 20.0

20.0

２　級

１　級 1 20.0

２　級 1 20.0

5

計 5 100.0

１　級 3 60.0

 

６　級  

３　級  

５　級 1 20.0

200,536

高　　　　　 校 　　　　　卒 169,762 169,762

182,836

一　般　企　業　職
一　　　般　　　会　　　計　　　の　　　制　　　度

一般行政職

区　　　　　　　　　　　　分
構成比 (%)

４　級 1

級

一　　　般　　　企　　　業　　　職

短           大 　　　　　卒 182,836

大　　　　 　学　　　　 　卒 200,536

令和６年４月１日現在

職　員　数

　（３）級別職員数
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　  （Ａ）

　  （Ｂ）

　  （Ａ）

　  （Ｂ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％） -

（令和６年４月１日現在）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） -

　（５）特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一般企業職

（B）／（A）（％） 80.00

 9号給～ （人）

前

年

度

職 員 数 （人） 5

3～4号給 （人）

比 率

5

5～6号給号 給 数 別 内 訳

 9号給～ （人）

号 給 数 別 内 訳

昇 給 に 係 る 職 員 数

（人）

（人）

5

1～2号給 （人）

（人） 5

　（４）昇給

一般企業職区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

（人）

本

年

度

職 員 数 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数

5～6号給

7～8号給

3～4号給

比 率（B）／（A）（％）

（人）

4

7～8号給

1～2号給 （人）

100.00

（人）

（人）

4
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一般会計の指定基準に基づく支給率（％）

支  給  率  等 24.586875 33.27075

　（８）地域手当

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ）

支 給 率 （ ％ ）

47.709 47.709

　（９）その他の手当

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075

支 給 対 象 地 域

47.709

通　　　　　勤　　　　　手　　　　　当 同

扶　　　　　養　　　　　手　　　　　当 同

住　　　　　居　　　　　手　　　　　当 同

－－

区　　　　　　　　　　　　　　分 一　般　会　計　の　制　度　と　の　異　同 備      考

－

47.709

備      考

備　　　　　考区　　　　分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

（月分） （月分） （月分）
最 高 限 度 その他の

加算措置等

4.50 有

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当  

一般会計の制度 2.250 2.250

（月分）

有

本　　年　　度 2.250 2.250

前　　年　　度 2.200 2.200 4.40

4.50 有

　（６）期末手当、勤勉手当

区　　　　分
支　給　率　計

（月分）
　　職制上の段階、職務の等級による
　　加算措置

支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） １２月（月分）
備　　考
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企業債 交付金 出資金
当年度
損益勘定
留保資金

3 138,600 99,500 39,100 32,450 32,450 32,450 3.0% 106,150

4 39,184 30,000 9,184 145,334 145,334 145,334 13.6%

5 84,920 40,000 44,920 84,920 84,920 8.0%

6 176,000 40,000 136,000 176,000 176,000 16.5%

7 121,000 110,000 11,000 121,000

8 143,000 130,000 13,000 143,000

9 121,000 110,000 11,000 121,000

10 121,000 110,000 11,000 121,000

11 121,000 110,000 11,000 121,000

合計 1,065,704 0 0 779,500 286,204 177,784 262,704 176,000 438,704 627,000 41.2%

資
本
的
支
出

建
設
改
良
費

重
要
給
水
施
設
管
路
等
耐
震
化
事
業

　
翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

　
継続費
の総額
に対す
る進捗
率ああ

備考
(逓次
繰越)年度 年割額

左の財源内訳

令和６年度　継続費に関する調書

（単位：千円）

款 項
事
業
名

全　体　計　画
　

前前年
度末ま
での支
払義務
発生額

　
前年度
までの
支払義
務発生
(見込)
額ああ

　
当該年
度支払
義務発
生予定
額ああ

　
当該年
度末ま
での支
払義務
発生予
定額あ
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１．固定資産 

(1)有形固定資産 

　イ　土地 42,081,125

　ロ　建物 144,425,311

　　　建物減価償却累計額 89,032,418 55,392,893

　ハ　構築物 5,237,998,458

　　　構築物減価償却累計額 3,798,193,565 1,439,804,893

　ニ　機械及び装置 1,085,370,358

　　　機械及び装置減価償却累計額 786,884,124 298,486,234

　ホ　車両運搬具 3,044,000

　　　車両運搬具減価償却累計額 2,935,300 108,700

　ヘ　工具器具及び備品 2,561,624

　　　工具器具及び備品減価償却累計額 2,470,783 90,841

　ト　リース資産(有形) 6,393,336

　　　リース資産減価償却累計額 6,393,336 0

　チ　建設仮勘定 25,200,910

　　有形固定資産合計 1,861,165,596

(2)無形固定資産 

　ロ　施設利用権 2,016,000

　ハ　ソフトウェア 26,025,000

　　無形固定資産合計 28,041,000

当年度予定貸借対照表（令和６年度）

（令和７年３月３１日）

（単位：円）

資産の部               
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　　固定資産合計 1,889,206,596

２．流動資産

(1)現金・預金 302,456,677

(2)未収金 19,008,086

　貸倒引当金(未収金) 161,720 18,846,366

(3)貯蔵品 1,892,800

(6)前払金 5,239,500

　　流動資産合計 328,435,343

　　資産合計 2,217,641,939

３．固定負債 

　イ　建設改良費等の財源の企業債 397,503,626

　　企業債合計 397,503,626

　　固定負債合計 397,503,626

４．流動負債 

(2)企業債 16,812,645

(5)未払金 9,898,970

(9)引当金 5,512,000

　　流動負債合計 32,223,615

５．繰延収益 

　イ　国庫補助金 1,259,620,249

　　　国庫補助金収益化累計額 996,136,069 263,484,180

　ロ　県補助金 458,286,117

　　　県補助金収益化累計額 375,935,219 82,350,898

　ハ　他会計補助金 515,581,092

　　　他会計補助金収益化累計額 445,451,034 70,130,058

　ニ　受贈財産評価額 213,755,962

　　　受贈財産評価額収益化累計額 149,681,673 64,074,289

負債の部
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　ホ　寄付金 599,102,234

　　　寄付金収益化累計額 564,827,537 34,274,697

　ヘ　工事負担金 143,681,741

　　　工事負担金収益化累計額 112,125,225 31,556,516

　ト　その他資本剰余金 0

　　長期前受金合計 3,190,027,395

　　長期前受金収益化累計額合計 △ 2,644,156,757

　　繰延収益合計 545,870,638

　　負債合計 975,597,879

６.資本金 

　イ　固有資本金 307,982,960

　ロ　繰入資本金 699,834,600

　ハ　組入資本金 158,644,943

　　資本金合計 1,166,462,503

　　資本金合計 1,166,462,503

７.剰余金 

　ロ　国庫補助金 1,387,197

　ハ　県費補助金 1,333,197

　ニ　他会計補助金 1,711,609

　ホ　受贈財産評価額 7,052,753

　ヘ　寄付金 5,595,274

　ト　工事負担金 78,255

　　資本剰余金合計 17,158,285

　イ　減債積立金 56,726,000

　ロ　利益積立金 8,000,000

　ハ　建設改良積立金 17,100,000

資本の部
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　ニ　当年度未処理欠損金 23,402,728

　　　前年度繰越利益剰余金 3,152,272

　　　当年度純損失 96,580,000

　　　処分済利益剰余金 70,025,000

　　利益剰余金合計 58,423,272

　　剰余金金合計 75,581,557

　　資本合計 1,242,044,060

　　負債・資本合計 2,217,641,939

 

- 29 -



１．営業収益

(1)給水収益 221,437,782

(2)受託工事収益 0

(3)その他の営業収益 1,138,200 222,575,982

２．営業費用 

(1)原水及び浄水費 120,746,695

(2)配水及び給水費 34,204,182

(3)受託工事費 0

(4)総係費 58,875,057

(5)減価償却費 154,420,000

(6)資産減耗費 0

(7)その他営業費用 0 368,245,934

営業損失 145,669,952

３．営業外収益 

(1)受取利息及び配当金 2,003

(2)給付金 902,796

(3)他会計補助金 108,628,000

(4)消費税及び地方消費税還付金 0

(5)長期前受金戻入 51,953,153

(6)資本費繰入収益 0

前年度予定損益計算書（令和５年度）

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位：円）
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(7)雑収益 526,000 162,011,952

４．営業外費用 

(1)企業債利息及び企業債取扱諸費 2,558,000

(2)消費税及び地方消費税 0

(3)雑支出 10,711,602 13,269,602 148,742,350

　経常利益 3,072,398

５．特別利益 

(1)固定資産売却益 0

(2)過年度損益修正益 0

(3)その他特別利益 0 0

６．特別損失 

(1)固定資産売却損 0

(2)減損損失 0

(3)災害による損失 0

(4)過年度損益修正損 0

(5)その他特別損失 0 0 0

 

当年度純利益 3,072,398

前年度繰越利益剰余金 8,479,874

処分済利益剰余金 70,025,000

当年度未処分利益剰余金 81,577,272
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１．固定資産 

(1)有形固定資産 

　イ　土地 42,081,125

　ロ　建物 144,425,311

　　　建物減価償却累計額 87,122,418 57,302,893

　ハ　構築物 5,068,998,458

　　　構築物減価償却累計額 3,708,572,565 1,360,425,893

　ニ　機械及び装置 1,085,120,358

　　　機械及び装置減価償却累計額 724,075,124 361,045,234

　ホ　車両運搬具 3,044,000

　　　車両運搬具減価償却累計額 2,892,300 151,700

　ヘ　工具器具及び備品 2,561,624

　　　工具器具及び備品減価償却累計額 2,433,783 127,841

　ト　リース資産(有形) 6,393,336

　　　リース資産減価償却累計額 6,393,336 0

　チ　建設仮勘定 25,200,910

　　有形固定資産合計 1,846,335,596

(2)無形固定資産 

　ロ　施設利用権 2,016,000

　ハ　ソフトウェア 26,025,000

　　無形固定資産合計 28,041,000

前年度予定貸借対照表（令和５年度）

（令和６年３月３１日）

（単位：円）

資産の部               
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　　固定資産合計 1,874,376,596

２．流動資産

(1)現金・預金 450,355,405

(2)未収金 6,430,724

　貸倒引当金(未収金) 141,720 6,289,004

(3)貯蔵品 1,842,800

(6)前払金 5,239,500

　　流動資産合計 463,726,709

　　資産合計 2,338,103,305

３．固定負債 

　イ　建設改良費等の財源の企業債 414,316,829

　　企業債合計 414,316,829

　　固定負債合計 414,316,829

４．流動負債 

(2)企業債 14,800,442

(5)未払金 9,879,336

(9)引当金 3,059,000

　　流動負債合計 27,738,778

５．繰延収益 

　イ　国庫補助金 1,259,620,249

　　　国庫補助金収益化累計額 965,314,069 294,306,180

　ロ　県補助金 458,286,117

　　　県補助金収益化累計額 367,591,219 90,694,898

　ハ　他会計補助金 515,581,092

　　　他会計補助金収益化累計額 440,359,034 75,222,058

負債の部
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　ニ　受贈財産評価額 213,755,962

　　　受贈財産評価額収益化累計額 146,337,673 67,418,289

　ホ　寄付金 599,102,234

　　　寄付金収益化累計額 562,836,537 36,265,697

　ヘ　工事負担金 143,681,741

　　　工事負担金収益化累計額 109,770,225 33,911,516

　ト　その他資本剰余金 0

　　長期前受金合計 3,190,027,395

　　長期前受金収益化累計額合計 △ 2,592,208,757

　　繰延収益合計 597,818,638

　　負債合計 1,039,874,245

６.資本金 

　イ　固有資本金 307,982,960

　ロ　繰入資本金 659,439,600

　ハ　組入資本金 158,644,943

　　資本金合計 1,126,067,503

　　資本金合計 1,126,067,503

７.剰余金 

　ロ　国庫補助金 1,387,197

　ハ　県費補助金 1,333,197

　ニ　他会計補助金 1,711,609

　ホ　受贈財産評価額 7,052,753

　ヘ　寄付金 5,595,274

　ト　工事負担金 78,255

　　資本剰余金合計 17,158,285

資本の部
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　イ　減債積立金 56,726,000

　ロ　利益積立金 8,000,000

　ハ　建設改良積立金 17,100,000

　ニ　当年度未処分利益剰余金 73,177,272

　　　前年度繰越利益剰余金 79,874

　　　当年度純利益 3,072,398

　　　処分済利益剰余金 70,025,000

　　利益剰余金合計 155,003,272

　　剰余金金合計 172,161,557

　　資本合計 1,298,229,060

　　負債・資本合計 2,338,103,305
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　　　　愛媛県市町村職員退職手当組合に加入しており、当該組合に負担金を拠出しているが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が

　　　計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　　　　職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

注　　　記　　　表

Ⅰ　重要な会計方針

　１．資産の評価基準及び評価方法

　　（1）有形固定資産

　　　　ア　減価償却の方法　定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

　３．引当金の計上基準

　　（2）賞与引当金

　　　　職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　（3）法定福利費引当金

　　　計上している。

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　（4）貸倒引当金

　　　　イ　主な耐用年数

　　　貯蔵品　　先入先出法による原価法によっている。

　２．固定資産の減価償却の方法

　　（1）退職給付引当金

　　　負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を

　　　　　　建物　15～65年・構築物　10～60年・機械及び装置　10～20年・工具器具及び備品　5～15年
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　（2）貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は4,351千円である。

　（1）リース取引の処理方法

　　　令和６年度に企業債の償還に対して他会計が負担を予定している項目について、令和５年度基準に基づき、今後も負担があるものとして

　　金額を算定する。

　４．消費税及び地方消費税の会計処理

Ⅴ　その他

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等

　（1）予定貸借対照表に注記する企業債の償還に係る他会計負担見込額の算定方法

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　該当なし。

　　予算の実施計画書等については、税込方式によっている。なお、財務諸表については税抜方式によっている。

　　該当なし。

Ⅲ　予定貸借対照表等関連
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